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表１．１ 我が国の大豆粕需給       (単位:1,000t) 




期首在庫 294 161 275 286 211 
国内生産 1,895 1,908 1,647 1,483 1,380 
輸入 1,812 2,106 2,208 2,282 2,370 




飼料用 3,400 3,440 3,384 3,370 3,327 
食用 110 120 120 130 130 
工業用 330 340 340 340 340 
輸出 0 0 0 0 0 
需要計 3,840 3,900 3,844 3,840 3,797 
期末在庫 161 275 286 211 164 













































① Kaplinsky et al.,(2000)のバリューチェーン分析の枠組み 
 第一に、Kaplinsky et al.,(2000)のバリューチェーン分析の枠組みを検討する。まずバリ
ューチェーンとは「生産から最終消費者への供給、消費後の処分に至るまで、多段階で構
成される製品やサービスを供給する上で必要なフルレンジの活動」と定義される





















































分配面での課題の理解 検討課題の例 各段階のﾚﾝﾄと参入障壁、会計の単位(為替相場)、各機関の売上高や付加価値(工場、農場、企業、ﾁｪｰﾝのリンク、地方、国)、利益率、地域間の所得分配 
収益の流れの分解(階級、性、民族、所得層) 
註：ここでアップグレードとは、「連鎖の中でより有利なポジションを得ること(Gereffi 1999)」を指す。なお、これらの表の内容は分析枠組みの一部を抜粋したものである。より詳細
な内容は、Kaplinsky et al.,(2001)を参照されたい。 











② Marion et al.,(1986)のサブセクター分析の枠組み 
 第二に、Marion et al.,(1986)のサブセクター分析の枠組みを検討する。まずサブセクタ
ーとは、「緊密に関連する品目群の生産や流通といった垂直的諸活動の総体 (Shaffer 
1968)」、或いは「生産、加工、流通に含まれる組織、資源、法律、制度の相互依存的な縦






































                                                   
6 ここで垂直的調整とは、「垂直的諸段階間における生産やマーケティングの調和化へ向けた方法全般(Mighell et al., 
1963)」或いは、「サブセクターにおいて、情報やインセンティブをもたらし、資源分配を制御する、価格やその他の















③ Lutz et al.,(1997)の分析枠組み 

















表１．３ Lutz et al.,(1997)の食料品マーケティングシステムの成果の評価枠組み 




















































































                                                   































































本論は、②Marion et al.,(1986)や③Lutz et al.,(1997)で既に実践されているように、研究
目的に応じた多様な成果指標の設定を認めるべきと考える。 
表１．４ フードシステムの成果の評価指標の例 

































動的安定性 生産量、価格、正確な情報提供 「競争構造」 
健康への影響 栄養価、疾病率の変化 「消費構造と消費者の状態」 





















































































































































































表２．１ 東アジアにおける植物油生産量 (2012 年度)        (単位:1,000t，%) 
品目 世界計 
東アジア  
中国 台湾 日本 韓国 その他 東アジアの占有率 
大豆油 43,073 11,707 372 345 143 19 29.2 
菜種油 23,493 5,195 0 858 0 0 25.8 
ひまわり油 13,260 404 0 0 - - 3.0 
綿実油 5,186 1,447 - 6 28 - 28.6 
落花生油 5,165 2,534 4 1 - - 49.2 




























表２．２  東アジアにおける植物油消費量 (2012 年度)       (単位:1,000t，%) 
品目 世界計 
東アジア  
中国 台湾 日本 韓国 その他 東アジアの占有率 
パーム油 52,087 6,400 160 620 303 15 14.4 
大豆油 43,654 12,810 367 368 450 114 32.3 
菜種油 23,785 6,072 30 988 100 30 30.4 
ひまわり油 13,294 654 15 50 - - 5.4 
パーム核油 5,747 450 - 90 - - 9.4 
綿実油 5,206 1,444 - 11 28 - 28.5 
落花生油 5,159 2,594 4 2 - 10 50.6 





出典：USDA PSD Online ウェブサイト (http://www.fas.usda.gov/psdonline/) (2012 年 1 
月)より筆者作成。 
表２．３ 東アジア地域における大豆需給  (単位：1,000t) 
 大豆 
2011 年度 2012 年度 
期首在庫量 14,917 16,261 
生産量 15,004 13,099 
輸入量 65,449 69,075 
輸出量 275 250 
消費量 78,834 83,110 
 搾油用 65,925 70,140 
食用 10,975 11,070 
 飼料用 1,934 1,900 
期末在庫量 16,261 15,075 



































表２．４ 東アジア主要 4カ国における相手国別大豆輸入量(2011) 
 
輸入量(t) 総輸入量に占める割合(%) 
米国 26,082,586 44.2 
ブラジル 22,483,429 38.1 
アルゼンチン 7,839,516 13.3 
上位三か国計 56,405,531 95.7 
その他 2,552,961 4.3 
総輸入量 58,958,492 100 
出典： International Trade Center(ITC)ウェブサイト 
(http://www.intracen.org/)(2012 年 12 月)より筆者作成。 
















業の占める割合は大きく、阮(2008)及び郭(2008)は、2006 年時点で 97 社ある中国の搾油
企業のうち、64 社が外資 100%の企業か外資との合弁企業であり、これら外資系企業が、
中国の年間加工能力の 66%と、年間大豆加工量の 80%以上を占めることを述べる。 
外資系企業の参入の背景には、何があるのだろうか。この背景には、穀物メジャーが米
州大陸の農家に資金供与して大量生産した大豆の供給先を、市場開放の進展した中国市場
の開拓によって安定的に確保する狙いがある(茅野 2006)。中国は、2001 年末に WTO へ
加盟し、2002-05 年の移行期間を経て 2006 年から貿易の自由化を実行した。WTO 加盟以
                                                   
12 日本植物油協会 ウェブサイト (http://www.oil.or.jp/) (2011 年 2 月)を参照。 
13 USDA(2012a)は、2011 年、上位 10 社の搾油能力が全体の 58%を占めることを述べる。 
表２．５ 中国における植物油メーカーの売上高上位 10 社 
 所在地 所有形態 売上高(千元) 総資産(千元) 
東海糧油工業(張家港)有限公司 江蘇省蘇州市 外資 9,118,354 3,730,172 
秦皇島金海糧油工業有限公司 河北省秦皇島市 外資 5,204,572 2,421,766 
黒竜江九三油脂有限責任公司 黒竜江省哈尓濱市 有限公司 4,904,050 3,775,510 
大海糧油工業(防城港)有限公司 広西防城港市 外資 3,820,133 1,428,553 
三河汇福粮油集团有限公司 河北省廊坊市 有限公司 3,622,579 1,731,928 
益海(連雲港)糧油工業有限公司 江蘇省連雲港市 外資 3,572,168 1,961,711 
上海嘉里粮油工业有限公司 上海市 外資 3,456,923 1,088,639 
南海油脂工業(赤湾)有限公司 広東省深圳市 外資 3,397,114 1,862,514 
金光食品(宁波)有限公司 浙江省宁波市 外資 2,606,608 1,013,739 




























有している(郭 2008、 安田 2004)。
更に、中国糧油食品進出口(集団)有限
                                                   




技術革新力の不足」人民網日本語版ウェブサイト内, 2010 年 9 月 1 日更新, 2011 年 2 月、阮(2008))。 
表２．６ 穀物メジャーの中国進出状況 
穀物メジャー 主な提携先 企業数 




ブンゲ  6 



































                                                   



























                                                   
19 日本植物油協会ウェブサイト(http://www.oil.or.jp/index.html)(2013 年 10 月)を参照。 
20 ただし近年、中国国内のインフラ整備の進展と畜産部門の発展による大豆粕需要の拡大や、イラクへの経済制裁を
取らないインド産大豆粕のイラクへの流入により、大豆粕輸入量は減少している。 






























24 『日本食糧新聞・電子版』(2010 年 10 月 1 日付)。 
図２．５ 国内大豆粕需給の推移 
 
































                                                   
25 宇根(2003)を参照。またこの特徴は、中国沿岸部の大型製油工業や我が国の配合飼料製造業にも当てはまる。 






出典：USDA PSD Online ウェブサイト (http://www.fas.usda.gov/psdonline/) (2012 年 12 月)より筆者作成。 
図２．７ 韓国における大豆油需給 
 
出典：USDA PSD Online ウェブサイト (http://www.fas.usda.gov/psdonline/) (2012 年 12 月)よ 
り筆者作成。 
であり、それぞれ金額ベースで、2011 年における韓国の大豆油輸入の 79.1%、8.4%、7.1%、




                                                                                                                                                     
(http://www.fas.usda.gov/psdonline/)(2013 年 2 月 7 日)。 






















                                                   
28 本文の内容は、2013 年に行った業界誌出版社での聞き取り調査の内容にも依拠する。 
29 本項の内容は主に、日本植物油協会ウェブサイト  (http://www.oil.or.jp/) (2011 年 2 月)及び、日本・台湾の植物油
脂事情 & 台湾・日本機構ウェブサイト内 台湾区植物油精錬工業同業公会「台湾植物性食用湯の生産販売貿易の






出典：USDA PSD Online ウェブサイト (http://www.fas.usda.gov/psdonline/) (2012 年 12 月)より筆者作成。 
図２．１０ 台湾における大豆油需給 
 


















































































































































註１）「世界の穀物取引の主役「穀物メジャー」について知る」日経をヨクヨムためのナビサイト 全図解ニュース解説 2012 年 9 月 3 日掲載 
(http://www.nikkei4946.com/zenzukai/detail.aspx?zenzukai=z4WDA6t2a%2BeBlgcpRuq5kA%3D%3D)を参照。 
  ２）12/3 期の各社の穀物油脂売上高は次の通り。丸紅は 6,775 億円、三菱商事は 3,807 億円、双日は 1,535 億円、伊藤忠商事は 1,499 億円、住友商事は 706 億円。なお住友商事
は飼料売上高を含む。三井物産、豊田通商、兼松は非開示(ブレーントラスト社 2012a)。 
  ３）経済産業省 工業統計調査 平成 22 年 大豆油の上位三社累積出荷金額集中度。 
  ４）経済産業省 工業統計調査 平成 22 年 配合飼料の上位三社累積出荷金額集中度。ただし、本数値は全農系配合飼料メーカーを分割して計算している。 
  ５）『Feed International』WATTAgNet.com, September/Octorber 2010.の世界の配合飼料メーカーランキング(2009)を参照。全農系を１社として計算。 
  ６）飼料日報社(2010b)及び、日本飼料工業会ウェブサイト、全国酪農協同組合連合会 ウェブサイトより筆者作成。 
  ７）飼料日報社(2010a, 2010b)より筆者作成。 
  ８）飼料日報社(2010b)を参照。データは、2009 年のもの。 
出典：経済産業省 工業統計調査(http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/index.html)、日経をヨクヨムためのナビサイト(https://www.nikkei4946.com/index.aspx)、ブレーント


























                                                   
33 総合商社は、輸送費の高い米州大陸からの大豆粕調達を、大型船(最低、3 万 t クラス)の活用による単位当たり輸送
費用の低減によって実現する。これに対して、資本規模の小さい中村商会は、そうした大型船の手当てが困難である
ため、1,500-2,000t の小型船を用いて、距離的に近い中国や韓国から大豆粕を調達している。中村商会の主な調達先
































                                                   
34 『JAcom 農業協同組合新聞』(2012 年 12 月 25 日付)を参照。 
35 日本の大豆粕自給率については、PSD Online ウェブサイト(http://www.fas.usda.gov/psdonline/)(2013 年 10 月)
を参照。 







植物油ﾒｰｶｰ 飼料原料専門商社 1) 配合飼料メーカー2) 









伊藤忠商事 昭和産業 昭産商事(昭和産業) 伊藤忠飼料[1 社]、昭和産業[2 社] 
丸紅 日清ｵｲﾘｵ 日清商事(日清ｵｲﾘｵ) 日清丸紅飼料[7 社] 
双日 昭和産業 昭産商事(昭和産業) 昭和産業[2 社] 
兼松 3)   平成飼料、鹿島飼料 
ｶｰｷﾞﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ 昭和産業 昭産商事(昭和産業) 昭和産業[2 社] 
全農   北日本くみあい飼料、ｼﾞｪｲｴｲ北九州くみあい飼料 
JA 西日本くみあい飼料、JA 東日本くみあい飼料 
南日本くみあい飼料、ﾎｸﾚﾝくみあい飼料、科学飼料研究所 
註：１）( )のついている企業は、( )内の企業の販売会社であることを示す。 
   ２）[ ]は、傘下の配合飼料メーカーの数。なお、共同出資の企業も含まれるため、企業毎で内容が一部重複して
いる。 





































食肉生産農場・処理工場 ジャパンファーム、ときめきファーム、Indiana Packers 



























                                                   























先渡し取引 個別相対  〇 〇 〇 〇 〇 
長期
固定 
販売契約 個別相対   〇  〇  
生産契約 個別相対     〇 〇 













 第１章第３節で述べたように Marion et al.,(1986)は、「価格決定の方法(Method of 
Pricing)」と、「調整メカニズム(Coordination Mechanism)」の２側面に分割して垂直的調
整メカニズムを検証する方法を提示している。また新山(2001)も Marion et al.,(1986)を参
考に、「価格形成システム」と「取引形態」の２側面に分類した垂直的調整メカニズムの検







































































                                                   
38 以上の内容は、茅野(2006)、阮(2007)、大江(2010)及び、聞き取り調査を参照。 




































日清ｵｲﾘｵ 三菱商事(16.6)、丸紅(15.0) 三菱商事、丸紅、三井物産、全農、伊藤忠商事 




日清丸紅飼料 丸紅(60.0)、日清製粉(40.0) 丸紅、西日本飼料、八代飼料、日清製粉、三菱商事 
日本農産工業 三菱商事(100) 三菱商事、伊藤忠飼料、雪印種苗、協同飼料、新東亜交易 
日本配合飼料 三井物産(42.8) 三井物産、中村商会、日本飼料、叶産業、野原産業 

































                                                   
42 以上の内容は、農林中金総合研究所(2001)が述べる先物取引の機能を参考にしている。 










































1) シカゴ相場(bu×36.745=トン)：7 ドル/bu 
2) プレミアム(運賃・保険)：   1 ドル/bu 
3) 小計(C&F)：7 + 1 ×36.745=294 ドル/トン 
4) 為替：        ×105=30,870 
5) 輸入諸掛(約 10%)：  ×1.1 =33,957 
6) 製造賃(15,000 円/トン)：+15,000=48,957 





































































































                                                   




























図４．２ 大豆輸入数量の国別シェア(2000 年) 
 
出典：FAOSTAT ウェブサイト(http://faostat.fao.org/) 





























図４．２－４．４はそれぞれ、2000 年、2005 年、2010 年の国別の大豆輸入シェアを図示
したものである。図から、2000 年に 26%のシェアであった中国が、2005 年、2010 年に
それぞれ 43%、60%へと拡大し、それに伴って日本の輸入シェアが 10%から 6%、4%と低 
                                                   










































表４．１ 大手商社の穀物油脂売上高(単体ベース)  (単位：億円) 
社名 丸紅 三菱商事 双日 伊藤忠 住友 三井物産 
08/3 期 1,917 3,160 1,956 1,234 820 2,129 
09/3 期 3,996 3,650 1,833 1,407 1,175 2,183 
10/3 期 4,896 3,027 1,502 1,078 790 1,390 
11/3 期 6,236 3,480 1,494 1,212 789 - 















































                                                   




































註 1) 三菱商事の『中期経営計画 2012』における重点テーマとされる 
  2) 双日の『中期経営計画 2014 ~Change for Challenge~』での、生活産業部門の３つの方向性とされる 





図４．６ 丸紅の大豆関連事業における海外投資(06 年以降) 
 






















アグリへの出資には、中国への年間大豆供給それぞれ、400 万 t と 500 万 t を担う契約が
含まれており59、これは、１社で日本の大豆輸入量(300 万 t 未満)を大幅に上回っている。
また丸紅と提携した山東六和集団は、2014 年までに年間飼料生産量を 2,000 万 t まで増加
させる計画である60。我が国全体の飼料生産量が 2,400 万 t 前後であることを考えると、
中国市場がいかに魅力的であるかが分かる。更に、丸紅は 2012 年に米国穀物取引大手の
                                                   
59 それぞれ、丸紅と三菱商事の「プレスリリース」を参照。 








は約 5,500 万 t を超えるまでに大幅に増加する見通しで、丸紅は世界の穀物市場で大きな
存在感を持つことになる(丸紅 2012)。こうした丸紅による穀物事業の資本蓄積の急拡大の
背景には、他社と違う分野で強みを持つことで、棲み分けを図る狙いもある。また三菱商










                                                   
61 『Sankei Biz』 (2012 年 5 月 31 日付)を参照。 
62 三菱商事ウェブサイト(http://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/)(2013 年 10 月)を参照。 
表４．３ 穀物輸入業者による大豆関連事業への海外投資事例 









































出 典 ： JAcom 農 業 協 同 組 合 新 聞 ウ ェ ブ サ イ ト
(http://www.jacom.or.jp/)(2013 年 3 月)、 『日本経済新
























の Non-GMO 化に取り組んでおり66、安全な農畜産物供給に配慮している。 
 
                                                   
63 全農 ウェブサイト(http://www.zennoh.or.jp/)(2013 年 10 月)を参照。 
64 実際、こうした海外投資は飼料原料安定供給対策の一環として行われる(『JAcom 農業協同組合新聞』2008 年 3 月
28 日付)。 
65 「海外飼料原料基地の意義を考える」(『JAcom 農業協同組合新聞』2008 年 7 月 22 日付)を参照。 


























                                                   
67 『JAcom 農業協同組合新聞』(2008 年 3 月 26 日付)を参照。 
表４．４ 大豆粕の相手国別輸入単価と日経市中相場の比較     (単位：円/t) 
 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 
インド 30,692 28,276 35,281 50,062 37,838 36,554 
中国 31,301 32,795 37,357 54,093 45,196 39,998 
米国 35,211 34,527 42,598 56,356 46,463 43,961 
ブラジル 33,784 31,773 98,384 142,831 46,309 36,273 
その他 30,756 27,398 37,079 55,109 42,640 37,093 
輸入平均単価 32,642 31,304 37,929 52,574 42,833 39,247 































                                                   

































る Market Foreclosure の形成にある72。本項では、長期的取引関係と Market Foreclosure 






71 大込一男氏のコメントは、『日本食糧新聞・電子版』2010 年 10 月 1 日付 162 号 11 面を参照。 



































まれており、家庭用での Market Foreclosure の効果は限定的と考えられている。また、
                                                   
73 カゴメ(株)、ミツカングループ、日清オイリオグループは、東北・中四国・甲信越・北陸・滋賀・北海道地区で小






























































                                                   
75 現時点で、穀物メジャーの Bunge が、地方のスーパーマーケットとプライベートブランド契約を結び、カナダ・
アルゼンチン産のボトル入りの植物油を安価に販売している。 
表４．５ 製造業、食品製造業、植物油メーカーの売上高経常利益率    (単位：%) 
年度 日清ｵｲﾘｵ J-ｵｲﾙﾐﾙｽﾞ 食品製造業(全体) 食品製造業 
(資本金 10 億円以上) 
製造業(全体) 製造業 
(資本金 10 億円以上) 
2005 4.6 4.5 3.1 4.3 5.0 6.2 
2006 4.4 3.2 2.8 4.5 5.3 6.6 
2007 1.9 1.3 2.8 4.1 5.1 6.2 
2008 3.1 1.6 2.6 3.9 2.3 2.5 
2009 3.9 3.8 3.5 4.3 2.4 2.6 
2010 2.7 2.1 3.9 4.5 3.1 4.5 
2011 2.9 2.1 3.4 5.2 3.7 4.3 

































原料調達 食品衛生法(残留農薬基準、カビとカビ毒、遺伝子組換え)、植物防疫法、JAS 法(遺伝子組換え) 
食用油輸入 食品衛生法・JAS 法(食品添加物)、関税 
製造、貯蔵 食品衛生法、JAS 法、消防法、その他の規制 
製
品 
食品添加物 食品衛生法、JAS 法 
容器 食品衛生法、消防法 
品質 JAS 法 









出典：日本経済新聞出版社『日経 経営指標 ＜全国上場会社版>』各年度版より筆者作成 




















                                                   



























                                                   
78 2011 年に行った業界誌出版社での聞き取り調査の内容。 
79 植草(1982)は、固定費比率の高さが企業間協調が上手く機能しない要因の一つとなり得ることを述べる。 
表４．７ 製油工場の稼働率の推移                        (単位：%) 
一日当たり原料処理能力 1999 2001 2003 2005 2007 
100t 以上 76.2 74.8 73.6 67.9 67.4 
10t 以上～100t 未満 51.3 49.5 42.5 41.3 52.2 
合計 74.9 74.2 72.8 67.2 67.0 

































表４．８ 植物油脂供給量の動向                 (単位：1,000t) 
年次 2006 2007 2008 2009 2010 





大豆油 576 576 542 477 468 
菜種油 972 942 951 929 993 
その他油 215 212 211 193 196 
計 1,763 1,730 1,703 1,599 1,656 
輸
入 
温帯産油脂 145 133 147 108 94 
熱帯産油脂 498 528 548 562 581 
計 643 661 695 670 675 





















                                                   
80 なお菜種油、パーム油、大豆油は、2010 年における我が国の植物油需要の約 81.6%を占めており、これらの３品目
の検討により、日本の植物油需給動向の全体像を概観できる。 
81 定義については、日本植物油協会 HP (http://www.oil.or.jp/)(2013 年 10 月)を参照。 
82 『我が国の油脂事情』農林水産省食品製造卸売課、2012.に記載の大豆の輸入通関価格、大豆油及び大豆油かすの

































                                                   
85 『我が国の油脂事情』各年版、農林水産省食品製造卸売課.を参照。また絶対値においても、菜種粕の飼料原料とし
ての使用量は、2005 年の 92 万 8 千 t から 2010 年の 102 万 8 千 t まで、約 10 万 t 増加している。 






















2003 年に吉原製油を子会社化して「J-オイルミルズ」が設立された。また、2002 年 10
月に日清製油、ニッコー製油、リノール製油が経営統合し、「日清オイリオグループ」が設
立された(宇根 2003)。経済産業省における工業統計表の累積出荷金額集中度に関する調査







                                                   
88 『日経産業新聞』(2001 年 8 月 23 日付)は、穀物メジャーによる新規参入の懸念に関する意識共有が、再編に大き
く影響したことを述べる。 





表４．９ 食用植物油脂の販売集中度                     (単位:t、 %) 
 2003 年度 2004 年度 2005 年度 






日清ｵｲﾘｵ 734,500 31.8 日清ｵｲﾘｵ 738,500 31.8 
2 J-ｵｲﾙﾐﾙｽﾞ 662,000 28.7 J-ｵｲﾙﾐﾙｽﾞ 637,600 27.4 
3 昭和産業 172,700 7.5 昭和産業 161,700 7.0 











8 昭和産業 183,200 8.1 
9 ﾎﾞｰｿｰ油脂 85,000 3.8 
10 理研農産化工 58,500 2.6 
10 位計  1,724,700 76.2 5 位計 1,717,800 74.5 5 位計 1,693,900 72.9 
総販売量  2,262,915 100.0  2,306,485 100.0  2,324,748 100.0 
 2006 年度 2007 年度 2008 年度 
 社名 販売量 ｼｪｱ 社名 販売量 ｼｪｱ 社名 販売量 ｼｪｱ 
1 日清ｵｲﾘｵ 1,292,600 55.5 日清ｵｲﾘｵ 1,312,100 56.5 日清ｵｲﾘｵ 1,374,400 60.6 
2 J-ｵｲﾙﾐﾙｽﾞ 631,200 27.1 J-ｵｲﾙﾐﾙｽﾞ 612,100 26.4 J-ｵｲﾙﾐﾙｽﾞ 579,000 25.5 
3 昭和産業 165,600 7.1 昭和産業 170,300 7.3 昭和産業 163,500 7.2 
4 ﾎﾞｰｿｰ油脂 90,000 3.9 ﾎﾞｰｿｰ油脂 93,000 4.0 ﾎﾞｰｿｰ油脂 86,000 3.8 
5 理研農産化工 66,300 2.8 理研農産化工 72,800 3.1 理研農産化工 69,000 3.0 
5 位計  2,245,700 96.3  2,260,300 97.3  2,271,900 100.2 



















                                                   
90 『日本食糧新聞・電子版』(2010 年 12 月 27 日付 10426 号 02 面)、(2011 年 2 月 14 日付 10447 号 01 面)、(2011





























①  海外への事業展開 
 第一に、特に潜在的な輸入増加への懸念を受けて、植物油製造業の海外展開が進んで 
                                                   




















また J-オイルミルズは、2011 年 4 月に、中国の龍大食品及び傘下の山東龍大植物油有





















を担う Intercontinental Specialty Fats(以下、ISF 社)による食用加工油脂事業の展開、



















                                                   
94 『日本食糧新聞・電子版』2010 年 10 月 1 日付 162 号 11 面を参照。 
95 家庭用用品を製造する多国籍企業のユニリーバが日本市場へ参入するために、豊年製油(後のホーネンコーポレーシ
ョン。現 J-オイルミルズ)と合弁で設立したのが豊年リーバである。 
































































                                                   
97 島田等(2003)は、以前から基礎素材型業種から加工食品部門への展開が進んできたことを述べる。本稿は、植物油・
製粉業界が、潜在的な輸入増加への懸念を受けて、改めて加工度の高い事業へ取り組む考えであることを指摘する。 




表４．１０ 配合飼料製造工場の生産体制          (単位：工場、万 t/年、%) 
生産能力(/年) 6.0 万 t 未満 6.0-9.6万 t 9.6-14.4 万 t 14.4-21.6 万 t 21.6-27.6 万 t 27.6万 t以上 
2000 年度 
工場数 26 22 32 41 14 10 
配・混合飼料生産量 46 215 482 927 382 356 
工場操業率 61.2 121.1 124.4 129.8 109.0 83.4 
2004 年度 
工場数 23 14 33 30 19 12 
配・混合飼料生産量 37.8 115.7 467.8 680.4 580.2 540.5 
工場操業率 52.4 99.2 117.3 124.0 120.6 115.7 
2008 年度 
工場数 26 13 25 21 16 27 
配・混合飼料生産量 36.3 115.8 350.0 427.0 405.5 1088.2 
工場操業率 42.8 107.5 112.9 115.0 100.5 89.6 
















理したものである。2000 年から 2008 年にかけて、年産 6 万-21 万 6 千 t の工場数が減退
する中で、21 万 6 千 t 以上の工場が増加していることが見て取れる。特に、全体の工場数
が減少する中で、27万 6千 t以上の工場数は大幅に伸びており、大規模化が進展している。
一方操業率では、いずれの年度も 14 万 4 千-21 万 6 千 t の工場の操業率が最も高い。27






年 内容 製造能力 資本金 総工費 
2005 仙台飼料 年間 60 万 t 4 億円 約 75 億円(土地代含む) 
2005 九州昭和産業 八代工場 - - 6.5 億円 
2008 東日本くみあい 太田工場 - - - 
2007 とかち飼料 年間 40 万 t 4.5 億円 約 150億円(隣接するサイロ会社建設費用含む) 
2011 ホクレン 新十勝工場 年間 20 万 t - 約 55 億円 
2011 北九州くみあい 長崎工場増設 年間 20 万 t - - 
出典：飼料日報社(2010a)、『47news』(2010 年 10 月 5 日付)、三井物産 ウェブサイト 
(http://www.mitsui.com/jp/ja/index.html)より筆者作成。 
表４．１２ 配合飼料製造業の売上高経常利益率 
年度 配合飼料製造業 食品製造業 製造業 
2003 2.13% 3.19% 3.92% 
2004 1.94% 3.38% 4.75% 
2005 2.63% 3.06% 5.01% 
2006 2.39% 2.78% 5.29% 
2007 1.44% 2.76% 5.06% 
2008 0.64% 2.63% 2.29% 

































きるメリットがある(後藤 2007)。「平成 20 年度配合
飼料産業調査結果」に依ると、回答のあった企業 73
社の総生産量 2,438 万 t に対して、受託生産量は


















                                                   
101 「平成 20 年度配合飼料産業調査結果」に依ると、受託専門企業の配合飼料受託加工比における利益は、僅か 0.3%
である。なお「平成 20 年度配合飼料産業調査結果」(平成 21 年 6 月実施)は、配合飼料製造企業 73 社、同工場は































































契約数量(千 t) 15,235 6,745 1,475 
契約戸数(戸) 31,118 32437 9,007 
1 戸当たり契約
数量 
























引関係による Market Foreclosure の存在を示唆する。 







出典：(社)配合飼料供給安定機構「平成 20 年度配合 
飼料産業調査結果」 
表４．１４ 産業別売上高研究開発費比率(2008 年度) 
産業部門 配合飼料製造業 食品製造業 製造業全体 
売上高研究開発費比率 0.49 1.09 4.63 
註：なお配合飼料製造業においては、回答のあった 73 社のうち、飼料部門における研究開発費を支出した企業数は




























































                                                   
108 カーギルに製造技術を公開し、販売網の提供を行った飼料会社へのインタビュー記事に依ると、当時の提携は、
農協に嫌われるリスクがあり、「工場で作った製品は正面切って農協ルートでは売れなかった」と述べている(『ビ
ジネス香川』2009 年 7 月 2 日号)。 





























                                                   
110 ただし前章で述べたように、伊藤忠飼料は調達する原料のほぼ全量を伊藤忠商事から購入している。 




114 農畜産業振興機構ウェブサイト(http://www.alic.go.jp/index.html)(2013 年 10 月)内、「【レポート】輸入が急増し






不足した資金を、市中銀行から 900 億円、農畜産業振興機構から 292 億円借入した。市中
銀行からの借入金については返済を進めているが、価格高騰を補填する資金は十分でなく、





















                                                   
115 ３基金とは、表４．１２で示した全日本配合飼料価格安定基金(商系)、全国配合飼料供給安定基金(全農系)、全国
畜産配合飼料価格安定基金(専門農協系)のこと。 
116 『全酪新報』5 月 10 日号、東京：全国酪農協会.を参照。 
117 東北地域のある大規模工場では、最大の顧客である畜産経営に対する販売額が工場の全販売額の 16%を占め、上








年度(四半期) 全農 業界平均 
2006 (II) △500 △383 
2006  (III) 1,700 1,754 
2006  (IV) 5,500 5,616 
2007  (I) 3,200 3,230 
2007  (II) 1,100 1,208 
2007  (III) △400 △288 
2007  (IV) 3,900 4,135 
2008  (I) 4,500 4,660 
2008  (II) 1,500 1,948 
2008  (III) 2,500 2,872 
2008  (IV) △12,200 △11,878 
2009  (I) △4,200 △3,568 
2009  (II) 2,800 2,892 
2009  (III) △1,400 △1,362 
2009  (IV) △500 △432 
















                                                   
119 なお、全農系基金の通常補てんに対して、全農が 750 円/t を負担している。金額は、いずれも平成 24 年度のもの。 
表４．１６ 畜種別・飼養頭数規模別の飼養戸数と飼養頭数シェアの推移 (単位：頭、羽、%) 
乳牛 1-19 20-29 30-49 50-79 80-99 100- 計 




























肉牛 1-4 5-9 10-19 20-49 50-99 100-199 200- 計 
































肥育豚 1-99 100-299 300-499 500-999 1,000-1,999 2000- 計 




























採卵鶏 1 千-4,999 5 千-9,999 1 万-49,999 5 万-99,999 10 万- 計 
























ﾌﾞﾛｲﾗｰ 5 万未満 5 万-99,999 10 万-299,999 30 万- 計 











































































 第一に、グローバル化の進展が挙げられる。例えば TPP への参加に関する政府統一試算
によると、何の対策も取らなかった場合の参加により豚肉 4,600 億円、牛肉 3,000 億円、
鶏卵 1,100 億円、鶏肉 1,000 億円の生産減退が見込まれている。また稲垣(2011)は、TPP
表４．１７ 配合飼料製造業の価格改定と収益性 
 主要原料輸入価格(MT/円)1) 配合飼料価格（円） 商系上位５社の総利益率(%) 
年度 
(四半期) 
ﾄｳﾓﾛｺｼ 大豆粕 価格 2) 改定額 日清丸紅 日本農産
4) 
中部 協同 日本配合 
2005(I) 1,677 3,244 39,743 1,200 
- 
15.7 11.8 10.7 
13.9 
2005(II) 1,714 3,474 40,545 900 15.0 10.3 11.6 
2005(III) 1,666 3,388 40142 △800 15.0 10.9 10.5 
11.2 
2005(IV) 1,690 3,219 41,217 1,200 13.8 11.0 11.9 
2006(I) 1,665 3,033 41,522 - 
9.9 
14.6 11.8 10.9 
11.1 
2006(II) 1,711 3,111 41,226 △383 13.1 10.1 10.5 
2006(III) 1,892 3,126 42,821 1,754 13.2 9.5 10.4 
12.2 
2006(IV) 2,492 3,327 47,567 5,616 13.4 10.9 11.0 
2007(I) 2,733 3,766 50,526 3,230 
7.9 
13.6 12.7 11.2 
12.5 
2007(II) 2,739 3,918 51,719 1,208 12.5 10.4 10.0 
2007(III) 2,711 4,256 51,500 △288 10.6 8.3 7.2 
8.9 
2007(IV) 2,986 4,831 55,362 4,135 9.7 7.1 9.7 
2008(I) 3,361 5,179 59,612 4,660 
7.7 
11.4 9.2 9.0 8.9 
2008(II) 3,943 5,861 61,517 1,948 8.6 3.7 4.6 7.4 
2008(III) 3,458 5,500 64,232 2,872 9.8 6.8 8.7 8.6 
2008(IV) 2,314 3,697 52,733 △11,878 13.6 16.5 10.6 10.7 
2009(I) 2,023 4,356 49,682 △3,568 
10.7 
13.9 13.2 12.5 13.3 
2009(II) 2,090 4,705 52,500 2,892 13.5 12.9 12.4 13.6 
2009(III) 1,982 4,336 51,204 △1,362 - 12.3 12.7 13.0 
2009(IV) 2,140 4,309 50,607 △432 - 10.3 12.5 10.2 
2010(I) 2,136 4,140 49,831 △685 
8.8 
- 9.4 10.1 10.0 
2010(II) 1,998 3,712 49,840 - - 10.4 10.3 12.0 
2010(III) 2,048 3,656 49,720 - - 10.2 11.0 11.9 
2010(IV) 2,497 4,001 52,891 3,425 - 10.3 11.1 11.8 
2011(I) 2,853 4,027 54,904 1,800 
8.5 
- 9.4 9.5 13.0 
2011(II) 2,856 3,863 56,020 1,300 - 9.8 10.6 7.4 
2011(III) 2,807 3,595 55,251 △872 - 10.1 10.4 15.9 
2011(IV) 2,622 3,371 52,987 △2,331 - 10.5 10.1 10.1 
2012(I) 2,634 3,892 54,047 1,141 
- 
- 10.3 11.1 11.7 
2012(II) 2,552 4,352 54,987 983 - 10.1 10.4 11.3 
2012(III) 2,907 5,187 59,500 4,745 - 11.1 11.2 10.8 
註 1) 財務省「貿易統計」を参照。なお平成 23 年度時点で、配合飼料製造におけるトウモロコシ配合率は 45.2%、大豆 
粕配合率は 13.5%となっている(農林水産省「飼料月報」)。 
   2) 配合飼料価格については、農林水産省「流通飼料価格実態調査」の月別価格から、加重平均で算出。 
  3) 平成 23 年度第一・二四半期及び、平成 18 年度第三四半期以前は、全農の改定額を参照。それ以外は、業界全体 
の平均改定額を参照。 







表４．１８ 東北地方における畜種別飼養戸数・頭数の推移    (単位：戸、頭、%) 
 2011 年(2 月 1 日) 2012 年(2 月 1 日) 対前年増減率(2012) 年平均増加率(2007-2011) 
乳牛   飼養戸数 3,365 3,131 -7.0 -4.8 
   飼養頭数 120,460 116,460 -3.3 -3.7 
肉牛   飼養戸数 19,602 17,730 -9.6 -4.2 
   飼養頭数 394,000 373,500 -5.2 -0.9 
豚     飼養戸数 850 780 -8.2 -7.1 
   飼養頭数 1740,000 1,668,600 -4.1 1.5 
採卵鶏 飼養戸数 242 218 -9.9 -3.2 






























年 CR3(%) CR10(%) HI 企業数 承認工場数 全農全体のシェア 
2004 26.8 56.5 441 73 136 30.26 
2005 26.1 57.9 445 75 135 30.24 
2006 25.1 57.5 442 75 135 29.65 
2007 26.6 59.0 463 76 135 29.64 
2008 29.1 62.5 514 72 131 30.09 
2009 26.8 59.8 465 72 128 29.78 


















表４．２０ 配合飼料製造業の上位企業(2009 年) 
企業 生産量(万 t) シェア(%) 
全農 750 30.2 
日清丸紅飼料 270 10.9 
日本農産工業 230 9.3 
中部飼料 200 8.1 
協同飼料 180 7.3 
日本配合飼料 120 4.8 
伊藤忠飼料 100 4.0 
小計 1,850 74.6 
その他 570 25.4 
計 2,480 100.0 






















体制の見直しが進んでいる。全農においては、2008 年に JA 東日本くみあい飼料とジェイ
エイ東海くみあい飼料が合併して JA 東日本くみあい飼料となった他、ジェイエイ西日本
くみあい飼料とジェイエイ四国くみあい飼料が合併して JA 西日本くみあい飼料が発足し
ている。また 2010 年に、JA 北九州くみあい飼料と熊本くみあい飼料が合併している。更
                                                   
121 配合飼料の受委託製造において生産された製品の販売価格の決定は、農家と取引する委託企業が担う。 
表４．２１ 配合飼料製造業の地域別生産体制(2004) 
地域区分 全農シェア(%) CR3(%) CR8(%) 総生産能力(t/月) 企業数 工場数 
北海道 23.8 53.6 88.0 151,200 13 16 
東北 40.6 56.7 83.5 210,800 15 22 
関東 24.6 49.1 77.4 233,300 18 23 
中部 34.6 56.9 85.2 193,400 17 20 
近畿 37.0 66.6 95.6 67,600 10 10 
中国 13.4 51.2 95.1 82,000 10 10 
四国 65.0 100.0 100.0 20,000 3 3 


























新設した新十勝工場に帯広工場(平成 23 年閉鎖)を集約。 
北見工場(平成 23 年閉鎖)を釧路西港工場に集約。 
北日本くみあい 
秋田・郡山の両工場(平成 17 年閉鎖)と花巻工場(平成 23 年閉鎖)を石巻・八戸工場に集約。 
増設により拡充した石巻工場に酒田・山形の両工場(平成 20 年閉鎖)を集約。 
東日本くみあい 
新設した太田工場に、群馬・栃木の両工場(平成 20 年閉鎖)を集約。 




中部飼料 水島工場牛専用工場の新設と共に、岡山工場を閉鎖(平成 24 年)。 
日本農産工業 
合弁会社仙台飼料の設立と共に、塩釜工場の鶏豚用飼料の生産を中止(平成 19 年)し養魚・豚人工
乳専用工場になったのに続き、牛用飼料専用工場が平成 21 年に完成。 
八戸飼料株式会社に資本参加(平成 24 年)。 
日本配合飼料 合弁会社仙台飼料の設立とともに、塩釜工場が牛用飼料の生産を中止(平成 21 年)。特殊飼料専用
工場となる。更に震災のため、塩釜工場を閉鎖(平成 23 年)。協同飼料との合併に向けた検討を開
始(平成 25 年) 
協同飼料 日本配合飼料との合併に向けた検討を開始(平成 25 年) 
伊藤忠飼料 八戸工場を分社化し、八戸飼料株式会社とする(平成 24 年)。 
雪印種苗 北上工場を閉鎖(平成 17 年)。 
日本甜菜製糖 合弁会社とかち飼料の設立と共に、帯広工場を閉鎖(平成 23 年)。 




































ァームへの出資(2006 年)、栗駒ファーム(2006 年)・たんちょうファーム(2007 年)・白樺フ
ァーム(2009 年)・栗駒ポートリー(2010 年)の設立といった事例が見受けられる。 
 第二に、水産事業への参入である。近年では、日清丸紅飼料のオリエンタル酵母工業か
らの養魚飼料事業の譲受(2009 年)、日本農産工業の日東富士製粉からの水産飼料事業の譲
受(2012 年)、中部飼料による東洋水産の株式取得(2011 年)といった事例がある。 
 この他、中部飼料の醗酵おからの研究開発・製造を目的とした(株)美濃部の株式取得
(2010 年)、水産を主力とする居酒屋を経営するチムニーと、農畜水産物の販売を行う合弁















                                                   
123 『JAcom 農業協同組合新聞』(2012 年 12 月 25 日付)や、総合商社各社の「アニュアルレポート」を参照。 
124 『JAcom 農業協同組合新聞』(2012 年 12 月 26 日付)を参照。 
125 ただし近年の輸入大豆粕価格の高騰を受けて、大豆粕に代替して、国内製造量の拡大する菜種粕の配合比率が増
加する傾向にある。なお菜種搾油量の拡大については、表４．８を参照のこと。 
126 「平成 20 年度配合飼料産業調査結果」に依ると、輸送距離 50km 未満の平均輸送運賃は、純ばらが 1,861 円、ト
ランスバッグが 2,308 円、紙袋が 2,968 円である。 






















①  配合飼料製造業の「競争構造」 









                                                   
128 出資金額は 800 万人民元。出資比率は 40.0%である。以上は、日本農産工業の「プレスリリース」を参照。 
129 出資金額は約 213 百万円。出資比率はエビアリス山東社の 30.0%。以上は、日本農産工業の「プレスリリース」
を参照 































                                                   



































































                                                   
132 第１章で論じたように、フードシステム学においては多様な成果指標が認められるべきであるため、本章の意義
については、「材料を提供できる」とする文言に留めておく。 


















































                                                   
135 本論の第４章第３節及び聞き取り調査の内容に依拠する。 

















































































































                                                                        (1) 
ここで、  は誤差項である。 
 しかし、上述した(1)式の残差系列{  }が定常過程(I(0)過程)である場合、   および   は共
和分関係にあると言われる。この共和分検定について、TAR モデルでは次式を用いる。 
                                                     
 
                     (2) 
                                  
                  
                   
                             (3) 
 T はラグ次数、  はヘビサイド指示関数であり、閾値 により２つのレジームに分割され
ている。また は、次の条件を満たすホワイトノイズ攪乱項である。 
                                          (4) 
 一方、{ }が定常過程であるための必要十分条件は、Petrucelli and Woolford(1984)によ
り、次のように示される。 
                                 (5) 
 更に、(5)式の指示関数を以下のように変えたものが M-TAR モデルである。 
                                                 (6) 
なお TAR モデルと M-TAR モデルの選択は任意であり、通常は BIC 等の情報量基準に従
って選択される。 
 また、この TAR モデル及び M-TAR モデルの閾値 については、Chan(1993)による推計
方法が実証分析で多用されている。その方法は、以下の通りである。まず(1)式を OLS 推
計することで得られた{ }を値の小さい方から順に並べる。次に、最大値から 15%と最小
値から 15%を切り捨て、中央部の 70%の系列を得る。そして、その の値について、それ
ぞれを閾値として(3)式の に代入し、(2)式の TAR モデルを推計する。推計された TAR モ





この Chan(1993)の方法を用いて閾値 を推計したい。 
 また(2)式による共和分検定は、 を F 検定することで行われる。ただし、こ
の統計量( 統計量と呼ぶ)は通常の F 分布と異なり、通常の F 分布による棄却域では、過
度に帰無仮説を棄却してしまうというバイアスを持つ。そのため、Enders and 
Siklos(2001)や Wane et al.,(2004)のシミュレーション結果に基づく 統計量の分布と、そ
れに応じた棄却域が用いられる。 統計量の分布は、サンプル数や説明変数の数の他に、
ラグ次数 T によっても異なるが、本稿では、ベイジアン情報量基準(Baysian Information 




















の期間は、1990 年１月から 2012 年８月までの 272 ヶ月である。なお、データを入手する

























                                                   
143 この要因について日刊経済通信社(1990)は、「これまでの(油)問屋の体質は、シカゴや為替を材料とし相場で商売
していたが、現実の手取りを確保しなければ物流費の高騰に対応できず、建値意識での商売に変わった」と述べる。 
144 実際に、1989 年以前と 1990 年以降の非対称価格伝達を検証したところ、大豆粕価格と大豆油価格において、期
間毎で異なる結果が検出された。 














こと。㋑大豆粕の自給率が 70%を下回った 2003 年を皮切りに、ほぼ一貫して自給率が減
少傾向にあることの２点から、2002 年以前の期間(A 期)と 2003 年以降の期間(B 期)を期間
区分として採用する。また、㋒2006 年以降、国際大豆価格が大幅に高騰したが、それに対
して、日本の消費者の低価格志向により、製品価格の低減圧力が働いたことから、2005
年以前の期間(C 期)と、2006 年以降の期間(D 期)に区分する。これに全期間を含めた５期
間について、それぞれ検証した。 
１．４．４．推計及び結果 
推計結果は、表５．２-５．４の通りである。いずれの表も(1)式の   を大豆価格とし、   に
ついては、表５．２は大豆粕と大豆油の合計価格、表５．３は大豆粕価格、表５．４は大




変数 階差 ADF 検定 PP 検定 KPSS 検定 
t 統計量 p 値 t 統計量 p 値 LM 統計量 
大豆価格 レベル -2.540 0.309 -2.400 0.379 0.377*** 
１階差 -17.193*** 0.000 -16.917*** 0.000 0.057 
大豆油価格 レベル -2.953 0.147 -3.181* 0.089 0.184** 
１階差 -14.969*** 0.000 -14.774*** 0.000 0.041 
大豆粕価格 レベル -3.658** 0.026 -3.417* 0.050 0.294*** 
１階差 -18.199*** 0.000 -17.926*** 0.000 0.046 
大豆油価格+大豆粕価格 レベル -3.557** 0.035 -3.026 0.126 0.286*** 
１階差 -15.197*** 0.000 -14.579 0.000 0.056 
註 1)ADF 検定は、BIC により最適とされたラグ次数を用いた推計によるものである。 
2)PP 検定及び KPSS 検定は、Bartlett kernel を用いた Newey-West のバンド幅に基づくものであり、KPSS







表５．２ TAR モデル及び M-TAR モデル推計結果(大豆粕＋大豆油) 










0 8.04** 0.998 
[0.319] 






0 9.71*** 3.955** 
[0.049]－ 









0 7.88** 3.573* 
[0.061]－ 






0 10.86*** 9,061*** 
[0.003]－ 










0 13.24*** 5.728** 
[0.018]－ 






0 12.58*** 4.251** 
[0.041]－ 









0 8.13** 2.772* 
[0.100]－ 






0 9.02** 4.240** 
[0.043]－ 









0 13.17*** 0.442 
[0.507] 






0 20.14*** 12.983*** 
[0.000]－ 
[0.364] -4.166 0.038 ○ 
 
表５．３ TAR モデル及び M-TAR モデル推計結果(大豆粕) 









0 9.55*** 3.445* 
[0.065]－ 





0 7.98** 1.269 
[0.262] 













0 10.13*** 8.916*** 
[0.004]－ 









0 12.02*** 3.331* 
[0.070]－ 





0 11.55*** 3.072* 
[0.081]－ 








0 11.03*** 7.078*** 
[0.010]－ 





0 13.33*** 10.659*** 
[0.002]－ 








0 13.12*** 2.488 
[0.116] 





0 18.03*** 11.968*** 
[0.000]－ 





















表５．４ TAR モデル及び M-TAR モデル推計結果(大豆油) 






























































0 6.82* 0.912 
[0.341] 





0 6.97** 1.581 
[0.210] 
[0.260] -4.173 0.012  
註：1)「lags」はラグ次数を表す。 
2)  は       を検定したときの F 統計量である。 統計量の分布は、Enders and Siklos(2001)及び Wane et 
al.,(2004)を参照。 
3) 「Asym.」は     を検定したときの F 統計量である。「＋」は正の非対称価格伝達を、「－」は負の非対称
価格伝達を表す。 
4)「WN(6)」はホワイトノイズに関する Portmanteau 検定の Q 統計量であり、帰無仮説は「誤差項が６次ラグ
までホワイトノイズであること」である。 
5)「BIC」はベイジアン情報量基準を表す。 
6)「 」は Chan(1993)の方法で推計された閾値の超一致推定値である。 
7) ( )は標準誤差を、[ ]は p 値を表す。 
8) 「選択」に丸がついているものは  <0,                    を満たし、TAR モデルの誤差項がホワイ
トノイズであり、 統計量により価格系列が共和分関係にある上で、BIC が最小となるモデルである。 































は、2010 年と 2005 年の植物油





大豆（輸入） 117,722 2.4% 
油糧作物 112,107 19.7% 
その他の農林水産物 2,997 -6.1% 
農林水産物計 232,826 9.9% 
飲食料品 52,757 -8.5% 
飲食料品以外の鉱工業 47,964 -12.3% 
鉱工業計 100,721 -10.4% 
電力・ガス 11,857 -4.0% 
商業・運輸 54,670 -27.9% 
その他 24,519 -11.8% 
内生部門計 424,593 -3.5% 
家計外消費支出（行） 4,390 -6.6% 
雇用者所得 34,899 -19.8% 
営業余剰 7,760 -16.9% 
資本減耗引当 13,767 -11.6% 
間接税（除関税・輸入品商品税） 6,405 -16.6% 
（控除）経常補助金 -11 -15.4% 
粗付加価値部門計 67,210 -16.8% 
国内生産額 491,803 -5.6% 




























年度 トウモロコシ 大豆粕 
1990 46.5% 10.9% 
1991 47.0% 11.2% 
1992 47.4% 11.5% 
1993 47.7% 11.9% 
1994 47.5% 12.4% 
1995 48.2% 12.2% 
1996 47.1% 12.4% 
1997 46.7% 12.2% 
1998 46.9% 12.7% 
1999 47.2% 12.7% 
2000 47.2% 12.5% 
2001 48.2% 13.7% 
2002 49.2% 14.5% 
2003 50.2% 14.1% 
2004 49.5% 13.7% 
2005 49.2% 14.0% 
2006 49.2% 13.8% 
2007 49.0% 14.0% 
2008 49.1% 13.2% 
2009 47.9% 13.5% 
2010 47.3% 14.1% 
2011 45.2% 13.5% 
2012 42.8% 12.3% 
出典：農林水産省「飼料月報」、配合飼料供給安定機構ウ








































構成主体 大豆粕輸入 左記の理由 輸入大豆フードシステムにおける市場環境の変化への対応 





製油ﾒｰｶｰ 反対 ・自社の収益性が低下するため 川下部門や海外への事業展開 
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